
Ⅲ． eq \o\ad(担保受戻,　　　　　　) 

１. 概要

（１）担保返戻依頼の入力
オンライン担保差入先は、担保目的物区分が振決国債または振替社債等の担保返戻依頼を行う場合（注１）には、所定の端末操作手順（業務処理区分コード541151、541153）にもとづいて入力します（注２）。
日本銀行は、担保目的物区分が振決国債の場合には、上記入力を受付けた後、振決国債の口座振替を行います。また、担保目的物区分が振替社債等の場合（注３）には、上記入力を受付けた後、機構に対し、機構システムにおける日本銀行名義の口座の質権口から当該オンライン担保差入先の属する担保差入金融機関等名義の口座の保有口または当該オンライン担保差入先の属する担保差入金融機関等が口座を有する口座管理機関における当該オンライン担保差入先の属する担保差入金融機関等名義の口座の保有口への振替の申請を行います。
（注１）振決国債または振替社債等以外については、担保返戻依頼を日銀ネットを利用してオンラインにより行うことはできません。
（注２）国債振替決済制度のオンライン振決参加者である担保差入金融機関等に属するオンライン担保差入先は、オンライン振決参加者店舗以外の店舗であっても、担保返戻依頼を日銀ネットを利用してオンラインにより行うことができます。
（注３）振替社債等については、担保差入の申出を自ら行うオンライン担保差入先および担保差入代行先を通じて担保差入の申出を行うオンライン担保差入先ともに、担保返戻依頼を日銀ネットを利用してオンラインにより行うことができます。
国債決済代行先は、担保差入先の指示に従い、当該担保差入先に代わって当該担保差入先のために振決国債の担保返戻依頼を行う場合には、所定の端末操作手順（業務処理区分コード541152）にもとづいて入力します。
日本銀行は、上記入力を受付けた後、振決国債の口座振替を行います。

（２）担保の受戻期日
担保の受戻期日は担保目的物区分に応じ以下のとおりとなります。

	担保目的物区分
	受戻期日

	振決国債
	償還日（分離利息振決国債の場合には利子支払期日）の前営業日

	振替社債等
	短期社債等
	償還日の前営業日(注１)

	
	短期社債等以外
	償還日の３営業日前(注２)

	邦貨手形
	当所払(注３)
	満期日の前営業日

	
	他所払(注４)
	満期日の３営業日前

	
	邦貨手形（電子記録債権）
	満期日（左記債権の支払期日）の１０営業日前

	証書貸付債権
	証書貸付債権（電子記録債権）
	最終返済期日（左記債権の最終支払期日）の７営業日前または分割返済期日（左記債権の最終支払期日以外の支払期日）の前営業日

	
	上記以外
	最終返済期日または分割返済期日の３営業日前(注５)(注６)

	外貨建証書貸付債権
	最終返済期日または分割返済期日の３営業日前

	外貨建外国債券
	英国債
	償還日の１４営業日前

	
	英国債以外
	償還日の７営業日前


（注１）償還日が銀行休業日に当たるときは、受戻期日は償還金の支払いが行われる日(償還日の前営業日となります。)の前営業日に繰り上がります。
（注２）償還日が銀行休業日に当たるときは、受戻期日は発行要項に定める償還金の支払いが行われる日（償還日の前営業日または翌営業日になります。以下「償還支払日」といいます。）の３営業日前になります。ただし、償還日または償還支払日の３営業日前が振替停止日に当たる場合には、振替停止日とならない営業日まで繰り上がります。
（注３）当所払手形とは、邦貨手形（邦貨手形（電子記録債権）を除きます。）のうち、担保取引店所在地（最小行政区域。ただし東京都においては区制施行地域一円。）を支払地とする手形または担保取引店が電子交換所を経由して取立てることができる手形をいいます。
（注４）他所払手形とは、邦貨手形（邦貨手形（電子記録債権）を除きます。）のうち、当所払手形以外の手形をいいます。
（注５）政府（特別会計を含みます。）に対する証書貸付債権または政府保証付証書貸付債権であって、証書貸付債権証書上の譲渡または質入を禁止する期間が５営業日であるものの受戻期日は、返済期日の５営業日前となります。
（注６）返済方法が分割返済である証書貸付債権のうち、平成２７年１０月１３日より前において担保差入を行っている国有林野事業債務管理特別会計に対する証書貸付債権の場合には、証書上の返済期日（最終返済期日を除きます。）の１０営業日前となります。
（３）受戻期日（一部受戻日を除きます。）の管理

日本銀行は、受戻期日に期日担保返戻を行います。
振決国債の期日担保返戻を行う場合には、受戻期日の午後３時到来後遅滞なく、担保返戻を行います。担保差入金融機関等から指定された金融機関等（担保差入金融機関等または国債決済代行者）の参加者口座に対して返戻を行います（注）。
また、振決国債以外の担保の期日担保返戻を行う場合には、受戻期日の業務開始後遅滞なく、担保返戻を行います。
　　　　 （注）国債決済代行者の参加者口座の預り口に担保返戻を受ける場合の参加者口座の種別は、担保差入時の種別にかかわらず、種別名なしの種別（種別コード「００」）となります。
日本銀行は、振決国債の期日担保返戻を行う場合には、オンライン担保差入先の属する担保差入金融機関等の担保出力指定店舗または国債決済代行者の担保出力指定店舗に対し、受戻期日の前営業日の業務開始後遅滞なく、「担保受戻日管理表」（5411-02600、5411-02700）の「翌営業日受戻分」を、受戻期日の午後３時到来後遅滞なく、同「本日受戻分」を送信します（注1）。また、振決国債以外の期日担保返戻を行う場合には、担保差入金融機関等の担保出力指定店舗に対し、受戻期日の前営業日の業務開始後遅滞なく、「担保受戻日管理表」（5411-02800、5411-02900、5411-03100）の「翌営業日受戻分」を、受戻期日の業務開始後遅滞なく、同「本日受戻分」を送信することに加え、担保目的物区分が邦貨手形、証書貸付債権または外貨建証書貸付債権の場合には、受戻期日の業務開始後遅滞なく、「担保領収証書」（5411-02900）（後述）を送信します（注2）。

（注１）担保差入金融機関等の参加者口座の自己口に期日担保返戻を行う場合には「担保受戻日管理表」（5411-02600）を担保差入金融機関等の担保出力指定店舗に、「国債振替決済受入済通知」（7411-00200）を担保差入金融機関等の振決出力指定店舗に送信します。また、国債決済代行者の参加者口座の預り口に期日担保返戻を行う場合には「担保受戻日管理表」（5411-02700）を国債決済代行者の担保出力指定店舗に、「国債振替決済受入済通知」（7411-00200）を国債決済代行者の振決出力指定店舗に、「担保受戻日管理表」（5411-02600）を担保差入金融機関等の担保出力指定店舗に送信します。
（注２）「担保受戻日管理表」の同「本日受戻分」に記載されている担保目的物区分が外貨建証書貸付債権のみの場合には、「担保領収証書」は送信されません。この場合において、シンジケート・ローン債権でない外貨建証書貸付債権の返戻を受けるときは、「担保領収証書（外貨建証書貸付債権）」（担保に関する細則第４号書式（Ｂ））を使用してください。

邦貨手形（邦貨手形（電子記録債権）を除きます。）、証書貸付債権（証書貸付債権（電子記録債権）を除きます。）または外貨建証書貸付債権について期日担保返戻が行われた場合には、オンライン担保差入先は、上述の「担保領収証書」に収入印紙を貼付のうえ（注１）記名捺印し、これを「担保受戻日管理表」と綴じ纏めて契印し、担保受入店である担保取引店に提出してください（注２）。担保受入店である担保取引店は、これらと引換えに手形または証書貸付債権証書（注３）、「証書貸付債権の担保差入に係る承諾書および抗弁放棄書」（注４）、「証書貸付債権の準拠法に関する確認書」（注５）、「証書貸付債権の譲渡に関する表明書」（注６）、「証書貸付債権の入札等の貸付条件の決定方法に関する確認書」（注７）、「振出手形および電子記録債権の不存在に関する確認書」（注８）、「証書貸付債権の債権内容の変更および振出手形および電子記録債権の不存在に関する確認書」（注９）、登記事項証明書等（注10）および「分割返済予定表」（注11）を返却します。また、担保目的物区分が証書貸付債権（証書貸付債権（電子記録債権）を除きます。）または外貨建証書貸付債権の場合には、証書貸付債権の債務者あての「担保権解除通知書」（注12）を交付しますので、オンライン担保差入先は、同通知書を当該債務者に送付してください。ただし、「担保受戻日管理表」に、電子記録債権、「担保に関する細則」に規定する電子証書貸付債権またはシンジケート・ローン債権のみが記載されている場合には、「担保領収証書」および「担保受戻日管理表」の提出は不要です。また、債権証書の発行日付が２０２２年４月1日以後である「担保に関する細則」に規定する電子証書貸付債権については、当該書類等の返却および「担保権解除通知書」の交付を行いません（注13）。
邦貨手形（電子記録債権）または証書貸付債権（電子記録債権）について期日担保返戻が行われた場合には、オンライン担保差入先は、譲渡人欄以外のその他の所要の事項を記入（譲渡記録請求について、譲受人からの請求が必要な場合に限ります。）した譲渡記録請求にかかる書面を担保受入店である担保取引店に提出してください。担保受入店である担保取引店は、提出された書面の内容を確認し、譲渡人欄に記名捺印のうえ、「記録事項証明書」、「添付契約書」（注14）、「譲渡記録証明書」、「電子記録債権の入札等の貸付条件の決定方法に関する確認書」（注14）（注15）および事前審査時以降に変更記録または支払等記録がされていないことが確認できる書面、事前審査時以降に中間譲渡人に個人がいないことを確認できる書面、「譲渡担保権設定証書」（注16）とともにオンライン担保差入先に返却します。なお、「担保領収証書」および「担保受戻日管理表」については、担保受入店である担保取引店への提出は不要です。
振替社債等について期日担保返戻が行われた場合には、日本銀行は、機構に対し、返戻する振替社債等について、機構システムにおける日本銀行名義の口座の質権口から当該オンライン担保差入先の属する担保差入金融機関等の保有口または当該オンライン担保差入先の属する担保差入金融機関等が口座を有する口座管理機関における当該オンライン担保差入先の属する担保差入金融機関等名義の口座の保有口への振替の申請を行います。
（注１）「担保受戻日管理表」に記載されている担保目的物区分が証書貸付債権のみの場合、または証書貸付債権および外貨建証書貸付債権の場合には、収入印紙の貼付は不要です。
（注２）当該オンライン担保差入先が担保出力指定店舗でない場合には、「担保に関する細則」第３章３．（２）ハ．（ロ）または同ホ．（ロ）に準じて取扱ってください。
（注３）債権証書の発行日付が２０２２年３月３1日以前である「担保に関する細則」に規定する電子証書貸付債権の場合には、「証書貸付債権証書の写に関する確認書」を返却します。また、シンジケート・ローン債権の場合には、証書貸付債権証書の写を返却します。
（注４）シンジケート・ローン債権（ただし、保証条件付不動産投資法人証書貸付債権を除く。）の場合において、担保差入時に「証書貸付債権の担保差入に係る承諾書および抗弁放棄書」に代えて、担保差入通知書謄本が提出されたときは、当該謄本を返却します。
（注５）①政府（特別会計を含みます。）または地方公共団体に対する証書貸付債権の場合、②政府保証付証書貸付債権であって、かつ「担保に関する細則」に規定する全期間型特別適格債務者向け証書貸付債権もしくは特定期間型特別適格債務者向け証書貸付債権の場合、または③証書貸付債権証書上に準拠法が日本法である旨の記載があるときは、「証書貸付債権の準拠法に関する確認書」の返却はありません。
（注６）「担保に関する細則」に規定するセカンダリー玉以外の場合には、返却はありません。
（注７）①企業もしくは不動産投資法人に対する証書貸付債権（シンジケート・ローン債権を含みます。）または企業に対する米ドル建証書貸付債権（シンジケート・ローン債権を含みます。）の場合、②政府（特別会計を含みます。）に対する証書貸付債権もしくは政府保証付証書貸付債権であって、かつ「担保に関する細則」に規定する全期間型特別適格債務者向け証書貸付債権もしくは特定期間型特別適格債務者向け証書貸付債権の場合には、「証書貸付債権の入札等の貸付条件の決定方法に関する確認書」の返却はありません。また、地方公共団体に対する証書貸付債権（シンジケート・ローン債権を含みます。）の場合において、担保差入時に「証書貸付債権の入札等の貸付条件の決定方法に関する確認書」に代えて、「地方公共団体に対する証書貸付債権の貸付金利に関する確認書」が提出されたときは、当該「地方公共団体に対する証書貸付債権の貸付金利に関する確認書」を返却します。
（注８）①「担保に関する細則」に規定する全期間型特別適格債務者向け証書貸付債権および特定期間型特別適格債務者向け証書貸付債権以外の場合または②「担保に関する細則」に規定する全期間型特別適格債務者向け証書貸付債権または特定期間型特別適格債務者向け証書貸付債権であって、かつ「担保に関する細則」に規定する電子証書貸付債権またはシンジケート・ローン債権の場合には、返却はありません。
（注９）シンジケート・ローン債権以外の場合には、返却はありません。
（注10）「担保に関する細則」にもとづき、オンライン担保差入先について、担保差入時に登記事項証明書等の提出を免除されている場合には、返却はありません。また、担保差入時に、オンライン担保差入先から複数の証書貸付債権または外貨建証書貸付債権について１通の提出を要する登記事項証明書等をそれぞれ１通提出を受けた場合には、最終返済期日が最も遅い証書貸付債権または外貨建証書貸付債権を返戻する際に当該登記事項証明書等を返却します（その他の証書貸付債権（債権証書の発行日付が２０２２年４月１日以後である「担保に関する細則」に規定する電子証書貸付債権を除きます。）または外貨建証書貸付債権を返戻する際には、当該登記事項証明書等の写を交付します。）。ただし、最終返済期日が最も遅いものが「担保に関する細則」に規定する電子証書貸付債権（債権証書の発行日付が２０２２年４月１日以後であるものに限ります。）である場合には、返却はありません。
（注11）次の要件のいずれかを充たさない場合には、返却はありません。
①シンジケート・ローン債権であること
②①のシンジケート・ローン債権の返済方法が分割返済であること
③証書貸付債権証書上に、貸付人ごとの返済予定日および返済金額が明記されていないこと
（注12）政府保証付証書貸付債権の場合には、財務大臣あての「担保権解除通知書」も併せて交付しますので、同通知書を財務大臣に送付してください。
（注13）債権証書の発行日付が２０２２年４月１日以後である「担保に関する細則」に規定する電子証書貸付債権の場合には、政府借入金入札システムを利用して、日本銀行から債務者に担保権解除通知を送信します。

（注14）邦貨手形（電子記録債権）の場合には、返却はありません。
（注15）企業または不動産投資法人を債務者とする証書貸付債権（電子記録債権）の場合には、「電子記録債権の入札等の貸付条件の決定方法に関する確認書」の返却はありません。また、地方公共団体を債務者とする証書貸付債権（電子記録債権）の場合において、担保差入時に「電子記録債権の入札等の貸付条件の決定方法に関する確認書」に代えて、「地方公共団体を債務者とする電子記録債権の貸付金利に関する確認書」が提出されたときは、当該「地方公共団体を債務者とする電子記録債権の貸付金利に関する確認書」を返却します。
（注16）シンジケート・ローン債権にかかる証書貸付債権（電子記録債権）以外の場合には、返却はありません。
期日担保返戻を行うと担保差入金融機関等に担保不足が生じる場合には、日本銀行はこれを行いません（注１）。こうした事態に陥ることを防止するため、担保差入金融機関等は、担保不足が発生しないよう十分に注意してください。なお、期日担保返戻が行われなかった担保（振替社債等（注２）を除く。）については、担保返戻依頼を日銀ネットを利用してオンラインにより行うことができませんので、担保差入金融機関等の担保出力指定店舗は、速やかに自己の担保管理店に連絡しその指示に従ってください。

（注１）期日担保返戻が行われなかった担保については、「担保受戻日管理表」の「取消分」に記載されます。

（注２）オンライン担保差入先は、担保不足を解消した場合には、所定の端末操作手順（業務処理区分コード541153）にもとづいて振替社債等の担保返戻依頼を行ってください。
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5411-02600）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

                                         担保受戻日管理表　　　　　　　　　　　分割番号　　（注１)

　　　　　　　　　　　　　　　　　           （注２）
　　　　　　　（注３）
受　戻　日　　         
担保管理店　        　　　　　　　 　　　　　　 　 金融機関等　　      （注４）       　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　国債決済代行者　    （注４）       　　　　　　
担保目的物区分　　　　　　　　　 償還日　　　　　 銘　　柄

　　               　　　　　　 参加者種別　　　口座区分（受入先）　      　金　額（円）

    　　　　　　　　　　　        　　              　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
    　　　　　　　            　　　　　　　　（注５）　　　    　　　　（注６）　                    
   　　　　　　　　　　　　                 　　              　　　　　　　　　　　　　　　　　　　               　             　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

    　　　　　　　　　　　    　　　　　　　　（注５）　　　    　　　　（注６）　                    
　　　　　　　　　　　　　        　　              　　　　　　　　　　　　　　　　    　
    　　　　　　　　　　　    　　　　　　　　（注５）　　　    　　　　（注６）　                    
　　　　計　　　　　　　　          件　              　　　　                         　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                       （注７）
（注１）分割番号が表示されます。明細数が１，３００明細を超える場合には、電文が分割され、分割の都度、分割番号が更新されます。なお、明細については、銘柄・参加者種別・口座区分毎の各明細（各２行）を１明細とします（「計」は含みません。）。
（注２）通知日が表示されます。

（注３）「翌営業日受戻分」、「本日受戻分」または「取消分」の別が表示されます。また、「本日受戻分」および「取消分」は、同区分が変わった場合には、改ページを行います。ただし、同一区分において改ページする場合には、２頁目以降は帳票タイトルからサブタイトル行（担保目的物区分、償還日、銘柄、参加者種別、口座区分（受入先）および金額（円））までは表示されません。
（注４）金融機関等コードまたはＢＩＣコードが表示されます。
（注５）種別コードおよび種別名が表示されます。
（注６）口座区分コードおよび口座区分名が表示されます。
（注７）一の分割番号の最終ページにおいて、当該分割番号の次の分割番号がある場合には、当該最終ページの右下部に「＊＊＊続きあり＊＊＊」と表示されます。次の分割番号がない場合には、「＊＊＊終了＊＊＊」と表示されます。


	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5411-02700）


                                        担保受戻日管理表　　　　　　　　　　 分割番号　　（注１)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　         （注２）
　　　　　　　（注３）
受　戻　日　　　        
主　管　店　　　   　　　　　　　　　　　　　　　　　国債決済代行者　    （注４） 　　　　　　
担保目的物区分      　　　　　　　　　　　　
金融機関等　　　　　　　　　　   償還日　　　銘　柄　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　                     　　　　   口座区分（受入先）　           金　額（円）

    （注４）    　　　　　　　         　　              　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　     　　　　（注５）　　                     　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　           　　              　　　　　　　　　　　　　　　　　
    　　　　　　　　　　         　　　　（注５）　                       　　　　　　　　　　　　 
小　計　　　　　　　　               件　　                           
    （注４） 　　　　　　　         　　              　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
    　　　　　　　　　　        　　　　（注５）　　                     　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　           　　              　　　　　　　　　　　　　　　　　
    　　　　　　　　　　        　　　　（注５）　　                     　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　          　　              　　　　　　　　　　　　　　　　　
    　　　　　　　　　　        　　　　（注５）　                       　　　　　　　　　　　　 
小　計　　　　　　　　　　           件　　　                         

    （注４）    　　　　　　　         　　              　　　　　　　　　　　　　　　　　
    　　　　　　　　　　         　　　　（注５）　　                      　　　　　　　　　　　　 
小　計　　　　　　　　               件　　　                          
合　計　　　　　　　                 件　　　                          
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                （注６）
（注１）分割番号が表示されます。明細数が９００明細を超える場合には、電文が分割され、分割の都度、分割番号が更新されます。なお、明細については、銘柄・口座区分毎の各明細（各２行）を１明細とします（「小計」および「合計」は含みません。）。
（注２）通知日が表示されます。

（注３）「翌営業日受戻分」または「本日受戻分」の別が表示されます。同一区分において改ページする場合には、２頁目以降は帳票タイトルからサブタイトル行（金融機関等、償還日、銘柄、口座区分（受入先）および金額（円））までは表示されません。

（注４）金融機関等コードまたはＢＩＣコードが表示されます。
（注５）口座区分コードおよび口座区分名が表示されます。国債決済代行先の属する国債決済代行者が日本銀行から担保を受入れる参加者口座の内訳区分として、預り口と表示された場合には、担保差入先の属する担保差入金融機関等の顧客口座において増額の記載または記録のされるべき種別および内訳区分として、「種別名なしの種別の自己口Ⅰ」が通知されたものとします。
（注６）一の分割番号の最終ページにおいて、当該分割番号の次の分割番号がある場合には、当該最終ページの右下部に「＊＊＊続きあり＊＊＊」と表示されます。次の分割番号がない場合には、「＊＊＊終了＊＊＊」と表示されます。


	　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　（5411-02800）


担保受戻日管理表

　　　　　　　　　　　　　　　　　　          （注１）
　　　　　　　（注２）
受　戻　日　        
担保管理店　     　　　　　　　　　　　　　　　　金融機関等　     （注３） 　　　　　　　　　
担保目的物区分　　　　　　 償還日　　 銘　 柄(注４)
　　                       受方機構加入者コード　      　 金　額（円）

    　　　　　　　　　 　          　　              　　　　　　　　　　　　　　　　　    
    　　　　　　　　               　　　　　 　                    
　　　　　　　　　                 　　              　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
    　　　　　　　　               　　　　　 　                    　　　　　　　　　　　 　 
　　　　　　　           　        　　              　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
    　　　　　           　        　　　　  　                     
　　　計　　　　                     件　   　                          
（注１）通知日が表示されます。

（注２）「翌営業日受戻分」、「本日受戻分」または「取消分」の別が表示されます。また、同区分が変わった場合には、改ページを行います。ただし、同一区分において改ページする場合には、２頁目以降は帳票タイトルからサブタイトル行（担保目的物区分、償還日、銘柄、受方機構加入者コード、金額（円））までは表示されません。
（注３）金融機関等コードまたはＢＩＣコードが表示されます。
（注４）機構が短期社債等の銘柄名称を変更した場合において、変更前の銘柄名称が表示されたときは、変更後の銘柄名称に読み替えてください。


	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5411-02900）

（印紙）　　　　　　　　　　担保領収証書　　　　　（手形および証書貸付債権証書）（注１）：日本銀行処理欄

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　（の担保を受取るときに記入　）：引渡済印

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　：

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　：

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （日付）　        　　　　　　　　　　　　　　　　　　　      ：

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　 ：

　　　　　　　　　日本銀行　　　　　　　御中　　　　　　　　　　　　　　　 　　 ：

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　 ：

　　　　　　　　　当方から貴行に差入れた下記の担保を受取りました。   　　 　　　 ：

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   　　　　 ：

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　担保差入先　　　　　　　　　　　　　　　　                印　:


担保受戻日管理表

　　　　　　　　　　　　　　　　　　         （注２）

　　　　　　　（注３）
受　戻　日　　         
担保管理店　        　　　　　　　 　　　　　　　金融機関等　     （注４） 　　　　　　　　　

担保受入店　　      　　　　　
担保目的物区分　　　　  満期日等（注８）　 整理番号　　金　額（円）（注９）支払人（注１０）または債務者

手形区分（注５）　
    　　　　　　　　　　　　　                                            　　　　　　　　    　　　　　　　　　　　　                                          　　　　　　　　　　　　　　　

   　　　　　（注６）　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　   

　　　　　　                                                              　　　　　　   
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　   　                                                 　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　

　　　　　　　　　　　　   　                                             　　　　　　  
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　

　　　　小　計　　　　　　　            　（注７）  　                          
    　　　　　　　　　　　　                                              　　　　　　　 　

   　　　　　（注６）　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　 　                                             　　　　　　
        　　　　　　　　　                                                          　　　　　　 　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　    　  

　　　　　　　　　　　                                                     　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　  
　　　小　計　　　　　　　　　           　（注７）  　                      
　　　計　　　　　　　　　　             　（注７）  　                      
（注１）担保受戻日管理表に担保目的物区分が外貨建証書貸付債権と表示されている場合（ただし、外貨建証書貸付債権のみが表示されている場合を除く。）には、「手形、証書貸付債権証書および外貨建証書貸付債権証書」と読み替えてください。
（注２）通知日が表示されます。
（注３）「翌営業日受戻分」、「本日受戻分」または「取消分」の別（区分①）が表示されます。また、区分①または「担保受入店」（区分②）が変わる毎に改ページが行われます。この場合、帳票タイトルおよびサブタイトル行（担保目的物区分、満期日等、整理番号、金額（円）および支払人または債務者）から表示されます。一方、区分①・区分②とも、同一区分において改ページする場合には、２頁目以降は帳票タイトルからサブタイトル行までは表示されません。

（注４）金融機関等コードまたはＢＩＣコードが表示されます。
（注５）担保目的物区分が邦貨手形の場合に、表示されます。

（注６）担保目的物区分が邦貨手形の場合に、手形区分コードおよび手形区分名が表示されます。

（注７）邦貨手形の場合には「枚」、証書貸付債権の場合には「通」、外貨建証書貸付債権の場合には「件」と表示されます。担保目的物区分が外貨建証書貸付債権の場合には、件を通と読み替えてください。
（注８）邦貨手形（電子記録債権）の場合には支払期日、証書貸付債権（電子記録債権）の場合には最終支払期日が表示されます。なお、日本銀行が別途定める日より前に担保差入を行っている邦貨手形（電子記録債権）の場合には、記録事項証明書に記載されている支払期日の９営業日前の日付が表示されます。
（注９）担保目的物区分が外貨建証書貸付債権の場合には、円を米セントと読み替えてください。
（注１０）邦貨手形（電子記録債権）または証書貸付債権（電子記録債権）の場合には、「（電債）○○工業」のように表示されます。


	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5411-03100）


担保受戻日管理表

　　　　　　　　　　　　　　      　         （注１）
　　　　　　　　　（注２）
受　戻　日　        
担保管理店　     　　　　　　　　　　　　　　　　金融機関等　     （注３）　　　　　　　　　　　
担保目的物区分　　　　　　　償還日　　 銘　 柄

　　                   　           　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　金　額

　　    　　　　　　　　　　    　　　　　 　              　　　　　　　　　　　　　　　　　　
    　　　　　　　　        　　　  　　　　　　　　　　　　　　　           .   米ドル（注４）　        　　　       　　　
　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　 　              　　　　　　　　　　　　　　　　　　
    　　　　　　　　        　　　  　　　　　　　　　　　　　　　           .   米ドル（注４）　　　　　　　　       　　　

　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　 　             　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
    　　　　　　　　        　　　  　　　　　　　　　　　　　　　           .   米ドル（注４）　　　　　　　　       　　　

　　　　　　　　　　　　　　　計　          件           　                  .   米ドル（注４）

　　    　　　　　　　             　 　              　　　　　　　　　　　　　　　　　　
    　　　　　　　　        　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　         .   ユーロ（注４）　        　　　       　　　

　　　　　　　　　　 　　　　　 　                   　　　　　　　　　　　　　　　　　　
    　　　　　　　　        　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　         .   ユーロ（注４）　　　　　　　　       　　　

　　　　　　　　　　 　　　　　 　                   　　　　　　　　　　　　　　　　　　
    　　　　　　　　        　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　         .   ユーロ（注４）　　　　　　
計　          件                               .   ユーロ（注４）

　　    　　　　　　　            　 　              　　　　　　　　　　　　　　　　　　
    　　　　　　　　        　　　  　　　　　　　　　　　　　　　           .   英ポンド（注４）　        　　　       　　　

　　　　　　　　　　 　　　       　 　              　　　　　　　　　　　　　　　　　
    　　　　　　　　        　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　         .   英ポンド（注４）　　　　　　　　       　　　

　　　　　　　　　　 　　　       　 　              　　　　　　　　　　　　　　　　　　
    　　　　　　　　        　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　         .   英ポンド（注４）　　　　　　
計　          件                               .   英ポンド（注４）

（注１）通知日が表示されます。

（注２）「翌営業日受戻分」、「本日受戻分」または「取消分」の別が表示されます。また、同区分が変わった場合には、改ページを行います。ただし、同一区分において改ページする場合には、２頁目以降は帳票タイトルからサブタイトル行（担保目的物区分、償還日、銘柄および金額）までは表示されません。
（注３）金融機関等コードまたはＢＩＣコードが表示されます。

（注４）担保の金額および通貨単位を表示します。


（４）一部受戻日の管理

日本銀行は、一部受戻日の業務開始後遅滞なく、期日担保返戻を行います（注１）。

日本銀行は、オンライン担保差入先の属する担保差入金融機関等の担保出力指定店舗に対して、一部受戻日の前営業日の業務開始後遅滞なく、「担保証書貸付債権等一部受戻日管理表」（5411-03200）の「翌営業日一部受戻分」を、また、一部受戻日の業務開始後遅滞なく、同「本日一部受戻分」を送信します。

期日担保返戻を行うと担保差入金融機関等に担保不足が生じる場合には、日本銀行はこれを行いません（注２）。こうした事態に陥ることを防止するため、担保差入金融機関等は、担保不足が発生しないよう十分に注意してください。なお、期日担保返戻が行われなかった場合には、当該担保差入金融機関等の担保出力指定店舗は、速やかに自己の担保管理店に連絡しその指示に従ってください。

（注１）担保目的物区分が証書貸付債権（証書貸付債権（電子記録債権）および債権証書の発行日付が２０２２年４月１日以後である「担保に関する細則」に規定する電子証書貸付債権を除きます。）または外貨建証書貸付債権の場合には、担保受入店である担保取引店は、「担保権一部解除通知書」をオンライン担保差入先に交付しますので、オンライン担保差入先は同通知書を証書貸付債権の債務者に送付してください。債権証書の発行日付が２０２２年４月１日以後である「担保に関する細則」に規定する電子証書貸付債権の場合には、政府借入金入札システムを利用して、日本銀行から債務者に担保権一部解除通知を送信します。
（注２）一部受戻日の期日担保返戻が行われなかった担保については、「担保証書貸付債権等一部受戻日管理表」の「取消分」に記載されます。
	(5411-03200)


担保証書貸付債権等一部受戻日管理表

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　        （注１）
　　　　　　　　　（注２）
一部受戻日　　　        
担保管理店　         　　　　　　　　　　　　　　　金融機関等　     （注３） 　　　　　　　　　　　
担保受入店　         　　　　　
担保目的物区分      　　　　　　　　　　　　
整理番号　　　　一部受戻前の残存元本額　　　　　　　一部受戻金額　　　 一部受戻後の残存元本額

　　　　　　　　　　　　　（円）（注４）　　　　　　　   （円）（注４）　　　　　　　　 （円）（注４）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                  　　                            　                         　                  
　　　　                　                           　                         　                  
　　　　               　                            　                         　                  
　

　　                　　                                                     　                
合　計　　　　　　    　　 　            　（注５）                       
（注１）通知日が表示されます。

（注２）「翌営業日一部受戻分」、「本日一部受戻分」または「取消分」の別（区分①）が表示されます。また、区分①または「担保受入店」（区分②）が変わる毎に改ページが行われます。この場合、帳票タイトルおよびサブタイトル行（整理番号、一部受戻前の残存元本額（円）、一部受戻金額（円）、一部受戻後の残存元本額（円））から表示されます。一方、区分①・区分②とも、同一区分において改ページする場合には、２頁目以降は帳票タイトルからサブタイトルまでは表示されません。

（注３）金融機関等コードまたはＢＩＣコードが表示されます。
（注４） 担保目的物区分が外貨建証書貸付債権の場合には、円を米セントと読み替えてください。

（注５）証書貸付債権の場合には「通」、外貨建証書貸付債権の場合には「件」と表示されます。担保目的物区分が外貨建証書貸付債権の場合には、件を通と読み替えてください。


２．事務の流れ
日銀ネットを利用してオンラインにより行う担保受戻の事務の流れは、担保目的物区分に応じ、以下の（１）～（３）に区分することができます。
（１）　振決国債のオンライン担保差入先による担保受戻
（２）　振決国債の国債決済代行先による担保受戻

（３）　振替社債等の担保受戻

（１）振決国債のオンライン担保差入先による担保受戻

イ. 担保返戻依頼の入力
オンライン担保差入先は、振決国債の担保返戻依頼を行う場合には、所定の端末操作手順（業務処理区分コード541151）にもとづいて入力します。
ただし、担保差入金融機関等に担保不足が生じるような入力はエラーとなります（エラーメッセージに「担保不足」の旨表示されます。）。また、担保差入金融機関等の振決国債にかかる担保残高が不足する入力はエラーとなります（エラーメッセージに「担保残高不足」の旨表示されます。）。
ロ. 担保残高および担保価額合計額の減額
日本銀行は、イ．の担保返戻依頼の入力を受付けた場合には、担保残高および担保価額合計額の減額ならびに振決国債の口座振替を行ったうえで、オンライン担保差入先に「担保返戻済通知」（5411-00900）を日銀ネットにより送信します。オンライン担保差入先が担保出力指定店舗でない場合には、担保出力指定店舗にも「担保返戻済通知」（5411-01000）を日銀ネットにより送信します。

なお、オンライン担保差入先の属する担保差入金融機関等の振決出力指定店舗に対して「国債振替決済受入済通知」（7411-00200）を日銀ネットにより送信します。
（２）振決国債の国債決済代行先による担保受戻

 イ. 担保返戻依頼の入力
国債決済代行先は、担保差入先の指示に従い、当該担保差入先に代わって当該担保差入先のために振決国債の担保返戻依頼を行う場合には、所定の端末操作手順（業務処理区分コード541152）にもとづいて入力します。
ただし、担保差入金融機関等に担保不足が生じるような入力はエラーとなります（エラーメッセージに「担保不足」の旨表示されます。）。また、担保差入金融機関等の振決国債にかかる担保残高が不足する入力はエラーとなります（エラーメッセージに「担保残高不足」の旨表示されます。）。
ロ. 担保残高および担保価額合計額の減額
日本銀行は、イ．の担保返戻依頼の入力を受付けた場合には、担保残高および担保価額合計額の減額ならびに振決国債の口座振替（注）を行ったうえで、国債決済代行先に「担保返戻済通知」（5411-01100）を日銀ネットにより送信します。担保差入先がオンライン担保差入先である場合には、オンライン担保差入先に対して「担保返戻済通知」（5411-01300）を日銀ネットにより送信します。担保差入先が担保出力指定店舗でない場合には、担保出力指定店舗にも同通知を送信します。また、国債決済代行者の振決出力指定店舗に対して「国債振替決済受入済通知」（7411-00200）を日銀ネットにより送信します。

　　　　（注）国債決済代行者の参加者口座の種別名なしの種別（種別コード「００」）の預り口への口座振替を行います。

（３）振替社債等の担保受戻

イ．担保返戻依頼の入力（注１）
オンライン担保差入先は、振替社債等の担保返戻依頼を行う場合には、所定の端末操作手順（業務処理区分コード541153）にもとづいて入力します（注２）。

入力画面における「金額」欄には、機構がその業務規程等で規定する機構システムにおける振替単位と整合的なものを入力してください。

また、振替社債等のうち定時償還債または一部繰上償還債の担保返戻依頼を行う場合には、入力画面における「金額」欄には、受戻日における実質社債残高ではなく、額面金額を入力してください。

ただし、担保差入金融機関等に担保不足が生じるような入力はエラーとなります（エラーメッセージに「担保不足」の旨表示されます。）。また、担保差入金融機関等の振替社債等にかかる担保残高が不足となるような入力はエラーとなります（エラーメッセージに「担保残高不足」の旨表示されます。）。
（注１）担保差入の申出を自ら行うオンライン担保差入先および担保差入代行先を通じて担保差入の申出を行うオンライン担保差入先ともに、日銀ネットを利用してオンラインにより行うことができます。

（注２）この入力に伴いエラーメッセージ（「受方機構加入者コード：指定誤り」）を受信した場合において、機構加入者コードを変更しているにもかかわらず日本銀行にその届出を行っていないときは、直ちに取引主要店に連絡してください。
ロ．担保残高および担保価額合計額の減額

日本銀行は、イ．の担保返戻依頼の入力を受付けた場合には、担保残高および担保価額合計額の減額を行うとともに、オンライン担保差入先に「担保返戻済通知」（5411-01400）を日銀ネットにより送信します。オンライン担保差入先が担保出力指定店舗でない場合には、担保出力指定店舗にも「担保返戻済通知」（5411-01500）を日銀ネットにより送信します。
ハ．機構に対する振替申請

日本銀行は、ロ．の後、機構に対し、返戻する振替社債等についての機構システムにおける日本銀行名義の口座の質権口から当該担保差入先の属する担保差入金融機関等名義の口座の保有口または当該担保差入先の属する担保差入金融機関等が口座を有する口座管理機関における当該オンライン担保差入先の属する担保差入金融機関等名義の口座の保有口への振替申請を行います。
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